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第 ４ 回   熊本県議会  決算特別委員会会議記録 

 

平成24年10月19日(金曜日) 

            午前10時２分開議 

            午前11時８分休憩 

            午前11時14分開議 

            午後０時12分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第31号 平成23年度熊本県一般会計歳

入歳出決算の認定について 

 議案第36号 平成23年度熊本県港湾整備事

業特別会計歳入歳出決算の認定につい

て 

 議案第37号 平成23年度熊本県臨海工業用

地造成事業特別会計歳入歳出決算の認

定について 

 議案第42号 平成23年度熊本県流域下水道

事業特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

――――――――――――――― 

出席委員(12人) 

        委 員 長 井 手 順 雄 

        副委員長 池 田 和 貴 

        委  員 西 岡 勝 成 

        委  員 荒 木 章 博 

        委  員 重 村   栄 

        委  員 佐 藤 雅 司 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 早 田 順 一 

        委  員 浦 田 祐三子 

        委  員 髙 野 洋 介 

        委  員 東   充 美 

        委  員 前 田 憲 秀 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 土木部 

         部 長 船 原 幸 信 

総括審議員兼         

河川港湾局長 上 谷 昌 史 

       政策審議監 佐 藤 伸 之 

      道路都市局長 猿 渡 慶 一 

建築住宅局長 生 田 博 隆 

    監理課長 金 子 徳 政 

用地対策課長 鳥 山 礼 生 

土木技術管理課長 西 田   浩 

道路整備課長 手 島 健 司 

道路保全課長 亀 田 俊 二 

都市計画課長 内 田 一 成 

下水環境課長 軸 丸 英 顕 

河川課長 林   俊一郎 

港湾課長 松 永 信 弘 

砂防課長 古 澤 章 吾 

建築課長 坂 口 秀 二 

営繕課長 田 邉   肇 

住宅課長 平 井   章 

――――――――――――――― 

出納局職員出席者 

  会計管理者兼出納局長 東   泰 治 

        会計課長 福 島   裕 

――――――――――――――― 

監査委員事務局職員出席者 

         局 長 本 田 惠 則 

   監査監 藤 本 耕 二 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 徳 永 一 博 

     議事課課長補佐 松 尾 伸 明 

――――――――――――――― 

  午前10時２分開会 

○井手順雄委員長 それでは、ただいまから

第４回決算特別委員会を開会いたします。 
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 本日は土木部の審査を行います。 

 まず、執行の説明を求めた後に、一括して

質疑を受けたいと思います。 

 初めに、土木部長から総括説明を行い、続

いて担当課長から順次説明をお願いいたしま

す。 

 

○船原土木部長 土木部長の船原でございま

す。 

 平成23年度決算の御説明に先立ちまして、

前年度の決算特別委員会において御指摘のあ

りました施策推進上改善または検討を要する

事項等のうち、土木部関係につきまして、そ

の後の措置状況を御報告いたします。 

 各部局の共通事項として御指摘のありまし

た「収入未済の解消については、未収金対策

連絡会議における徴収ノウハウの共有化や取

組マニュアルの改訂などにより、適正な債権

管理に向けた取組みがなされ、成果も上がり

つつあるが、歳入の確保、負担の公正・公平

の観点から、今後とも、債権管理を徹底する

など徴収促進に努めること。」についてでご

ざいます。 

 収入未済の解消につきましては、部内関係

課による情報交換や徴収担当職員への研修会

を実施し、未収金回収に係る対応の共有化を

図っております。 

 また、個別未収金については、早期に資産

調査を行うなど債務者の状況を的確に把握

し、必要に応じて差し押さえ等を実施するな

ど、収入未済の解消に取り組んでおります。 

 特に、県営住宅使用料につきましては、夜

間の徴収、明け渡し訴訟や強制執行、即決和

解などの法的措置の積極的な実施、生活保護

受給者の住宅扶助費家賃代理納付の利用な

ど、徴収促進に努めてきたところでございま

す。 

 今後も引き続き未収金の解消に取り組んで

まいります。 

 次に、土木部関係で御指摘のありました

「入札制度については、入札参加条件が厳し

いため県内業者が入札に参加できなかった工

事があるので、今後、競争の確保及び県内中

小企業の振興、育成の観点から入札制度につ

いて検討すること。」についてでございま

す。 

 入札においては、公共工事としての品質や

入札の競争性を確保しつつ、県内企業で施工

可能なものは、できる限り県内企業へ発注す

ることとしております。 

 個々の入札案件では、県内企業が参加しや

すい入札条件の設定に努めてきており、今後

も、県内企業の施工技術や施工実績の蓄積な

どの最新の状況なども確認し、県内企業の育

成、振興も踏まえた入札参加条件の設定を検

討してまいります。 

 なお、平成23年度においては、業界に対し

て、下請工事の県内企業への発注を依頼する

とともに、平成24年２月には、各市町村に対

しましても、県内企業の受注確保に向けた取

り組みを改めて依頼したところでございま

す。 

 続きまして、土木部の平成23年度決算の概

要を、決算特別委員会説明資料の１ページ、

平成23年度歳入歳出決算総括表で御説明させ

ていただきます。 

 まず、歳入についてでございますが、一般

会計、特別会計合わせまして、収入済み額が

425億7,071万9,000円、不納欠損額2,649万6,

000円及び収入未済額２億8,941万2,000円と

なっております。 

 不納欠損額の主なものは県営住宅使用料と

なっており、また、収入未済額の主なものは

県営住宅使用料及び海砂利超過採取過料など

となっております。 

 なお、予算現額と収入済み額との差は、主

に翌年度への事業繰り越しに伴う国庫支出金

の減でございます。 

 続きまして、歳出についてでございます

が、一般会計、特別会計合わせまして、支出
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済み額が837億4,253万1,000円、翌年度繰越

額は295億8,164万7,000円、不用額15億732万

7,000円となっております。 

 翌年度繰越額の主な理由は、地元住民や関

係機関との調整に時間を要したこと、用地買

収、補償家屋の移転に時間を要したことなど

により工期が不足し、やむを得ず平成24年度

へ繰り越したもので、現在、その執行に鋭意

取り組んでいるところでございます。 

 また、不用額の主な理由は、事業実施後の

執行残及び経費節減等に伴う執行残でござい

ます。 

 以上、平成23度土木部歳入歳出決算の概要

につきまして総括的に説明申し上げました

が、詳細につきましては関係課長から説明い

たしますので、よろしくお願いいたします。 

 

○井手順雄委員長 引き続き、各課長から説

明をお願いいたします。 

 

○金子監理課長 監理課長の金子でございま

す。 

 まず、今年度定期監査における公表事項は

ございません。 

 次に、決算の概要について御説明いたしま

す。 

 決算特別委員会説明資料２ページをお願い

いたします。 

 一般会計の歳入についてでございます。 

 ２ページから３ページにかけまして、使用

料及び手数料でございますが、不納欠損額、

収入未済額ともございません。 

 次に、３ページ下から２段目の国庫支出

金、それに、３ページ最下段から４ページの

財産収入につきましても、不納欠損額、収入

未済額ともございません。 

 次に、４ページ下から２段目の諸収入でご

ざいますが、収入未済額100万1,000円、不納

欠損額86万7,000円となっております。 

 これにつきましては、附属資料の107ペー

ジをお願いいたします。 

 まず、１番目の項目１段目、工事契約違約

金でございますが、収入未済額98万8,000円

となっております。これは、請負業者の倒産

等により契約を解除した際の違約金で、代表

者の死亡や行方不明等のため収入未済になっ

ているものでございます。 

 次に、２段目の雑入でございますが、収入

未済額１万3,000円となっております。これ

は、請負業者が倒産により契約を解除した際

の、前払金の出来高不足分を返納する際の利

息相当分を請求したもので、工事契約違約金

と同様に、代表者の死亡や行方不明等のため

収入未済になっているものでございます。 

 また、不納欠損額86万7,000円につきまし

ては、債務者から時効の援用申し立てがなさ

れ時効が完成したために、不納欠損処分した

ものでございます。 

 次に、108ページをお願いいたします。 

 未収金対策につきましては、４のとおり、

現在、代表者所在不明等につきましては、引

き続き所在確認調査や登記簿の確認等により

法人の動向に注意するなどの適切な債権処理

により、未収金の解消に努めております。 

 次に、説明資料に戻っていただいて、６ペ

ージをお願いいたします。 

 一般会計の歳出についてでございますが、

土木総務費において1,089万1,000円の不用額

が生じておりますが、これは、主に人件費の

執行残及び大震災復旧支援に伴う職員派遣に

より必要となる現場技術管理業務委託等の執

行残でございます。 

 次に、７ページをお願いいたします。 

 ２段目の建設業指導監督費におきまして

は、1,447万1,000円の不用額を生じておりま

す。これは、建設業許可申請及び経営事項審

査件数が少なかったことによるデータ入力等

業務委託料の執行残でございます。 

 監理課の説明は以上でございます。よろし

くお願いいたします。 
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○鳥山用地対策課長 用地対策課長の鳥山で

ございます。 

 まず、定期監査における公表事項はござい

ません。 

 次に、用地対策課の決算の概要につきまし

て御説明申し上げます。 

 説明資料の８ページをお願いいたします。 

 まず、歳入でございます。 

 下から２段目の行政代執行費でございま

す。調停額1,219万7,000円に対しまして、収

入済み額282万9,000円で、936万8,000円の収

入未済額がございます。これは、白川改修工

事の収用裁決に伴い、平成22年度に実施しま

した行政代執行の費用の収入未済額でござい

ます。 

 平成23年７月に、財産差し押さえを行い一

部充当いたしましたが、納入義務者は現在年

金生活者で支払い能力がないため、引き続き

納入請求、催告及び財産調査等を行い、徴収

努力を続けてまいります。 

 次に、歳出でございます。 

 ９ページをお願いいたします。 

 333万5,000円の不用額が生じております

が、これは、収用裁決に伴う鑑定件数が予定

より少なかったこと、また、市町村の事業認

定申請がなかったことなどによる事務費の執

行残でございます。 

 続きまして、繰越事業につきまして御説明

申し上げます。 

 附属資料の１ページをお願いいたします。 

 収用委員会費のうち、16万5,000円の不動

産鑑定費用を翌年度に繰り越しております。

これは、山都町新庁舎建設事業に係る収用案

件に関しまして、不動産鑑定評価の実施が３

月下旬になりましたため、年度内に完了しな

くなったものでございます。そのため繰り越

したものでございます。 

 以上で用地対策課の説明を終わります。よ

ろしくお願いいたします。 

 

○西田土木技術管理課長 土木技術管理課の

西田でございます。 

 まず、定期監査における公表事項はありま

せん。 

 続きまして、決算について御説明いたしま

す。 

 説明資料の10ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳入で、不納欠損額、収入未済

額はありません。 

 １段目の財産収入として、調定額、収入済

み額が1,541万6,000円となっておりますが、

これは県内建設技術者の技術力の向上を図る

ために、研修業務などの実施を目的として熊

本市城南町に熊本県建設技術センターが設置

されておりまして、施設及び敷地は県が所有

しておりますので、その貸付料収入でござい

ます。 

 次の11ページが一般会計の歳出でございま

す。 

 土木総務費で不用額292万1,000円を計上し

ております。これは、工事の進行管理や工事

関係書類の納品を電子データで行うＣＡＬＳ

／ＥＣ事業の執行残でございます。 

 続きまして、繰り越しについて御説明いた

します。 

 附属資料の２ページをお願いいたします。 

 まず、訂正がございます。一番左側の欄の

事業名が「ＣＡＬＳ／ＣＥ事業」となってお

りますが、スラッシュの後のＣとＥが逆にな

っておりまして、正しくは「ＣＡＬＳ／ＥＣ

事業」でございます。申しわけございませ

ん。 

 このＣＡＬＳ／ＥＣ事業におきまして、97

9万2,000円の繰越額がございます。これは、

維持管理費の節減を目的としてサーバーの移

設の検討などを行ってまいりましたが、それ

に時間を要したこと、及び技術的な指針とな

るガイドラインの見直しを進めておりまし

て、それに時間を要したため、やむなく繰り
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越したものでございます。 

 以上で、土木技術管理課の説明を終わりま

す。よろしくお願いいたします。 

 

○手島道路整備課長 道路整備課長の手島で

ございます。 

 まず、定期監査における公表事項がござい

ます。内容といたしましては、「平成23年度

に、私用中に過失割合の高い人身事故が１

件、また、過失割合の高い物損事故が１件発

生している。職員の交通安全意識の高揚を図

り、事故原因に応じた具体的な交通事故防止

対策を講じること。」との指摘でございまし

た。 

 当課におきましては、これまで交通安全研

修会を毎年開催しており、そのほかにも班長

会議等を通じ、所属職員に安全運転、交通法

規遵守等について周知、啓発を行ってきたと

ころでございますが、昨年度発生した事故

は、職員の前方、後方不注意のうっかりミス

と言える原因でございました。 

 このため、本年７月からは、今までの取り

組みに加え、職員の体験談を発表する交通安

全例会を毎月開催する新たな取り組みを行っ

ております。 

 今後とも、さらに交通安全事故防止の徹底

に取り組んでまいります。 

 次に、決算につきまして、説明資料に基づ

き御説明申し上げます。 

 歳入につきましては、説明資料の12ページ

から14ページでございます。 

 歳入の内容は、分担金及び負担金、国庫支

出金、財産収入、繰越金、諸収入でございま

す。 

 主なものについて御説明いたします。 

 12ページの表の４段目をお願いします。 

 土木費国庫補助金で、予算現額に対し37億

8,399万3,000円の減となっておりますのは、

繰り越し及び事業費確定に伴うものございま

す。 

 次に、13ページの１段目ですが、財産収入

で、予算現額に対し64万8,000円の減となっ

ております。内容は、熊本菊鹿線田島橋の仮

設橋の鋼材売却収入でございます。 

 次に、３段目ですが、諸収入で、予算現額

に対し１億6,926万円の減となっております

のは、繰り越し及び事業費確定に伴うもので

ございます。 

 また、14ページにおきまして、雑入の過年

度収入で、予算現額と収入済み額との比較で

5,482万8,000円の増となっております。主な

理由といたしましては、平成23年度から、社

会資本整備総合交付金事業が開発指定事業高

率補助の対象になったことによるものでござ

います。 

 同じく、雑入の欄におきまして、収入未済

額が8,000円、不納欠損額が10万3,000円でご

ざいますが、これは後ほど附属資料にて御説

明いたします。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 15ページでございます。 

 道路橋りょう総務費の不用額1,491万円の

主な理由といたしましては、事務費の減及び

人件費の執行残でございます。 

 次に、道路新設改良費の不用額５億638万

6,000円の主な理由は、政令市移行に伴う事

業費の減、受託事業の減及び事務費の減に伴

う執行残によるものでございます。事業費の

減につきましては、道路改築事業において、

用地補償交渉において、関係相続人間の紛争

の発生等により時間を要し、契約や工事がで

きなかったことに伴うものでございます。 

 続きまして、翌年度への繰越事業、収入未

済及び不納欠損に関しまして、附属資料で説

明いたします。 

 附属資料の３ページをお願いいたします。

繰越事業につきましては、３ページから29ペ

ージまで掲げております。 

 済みません、29ページを再度おあけくださ

い。 
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 29ページの最下段になりますが、道路整備

課計は191カ所で、24年度への繰越額は71億

2,841万5,000円でございます。繰り越しの主

な理由は、関係機関との調整など計画に関す

る諸条件の整備や用地補償交渉の難航及び工

法の検討協議に不測の日数を要したことなど

により、やむなく次年度へ繰り越したもので

ございます。 

 次に、収入未済についてでございますが、

附属資料の110ページをお願いいたします。 

 一番上の表の収入未済額欄に8,000円とご

ざいますが、これは、受注事業者の倒産によ

り契約を解除した際の、前払金の出来高不足

額が返納されるまでの間の利息相当分でござ

います。平成23年度に発生した未収金でござ

いますが、当該事業者におきまして、現在裁

判所で破産手続中でございますので、破算手

続が終結次第、不納欠損処分等の所要の手続

を行う予定でございます。 

 次に、不納欠損についてでございますが、

附属資料の123ページをお願いします。 

 不納欠損額に10万3,000円とございます

が、これは、受注事業者の倒産により契約を

解除した際の、前払金の出来高不足が返納さ

れるまでの間の利息相当分でございます。平

成20年度に発生した未収金でございますが、

平成22年６月14日、破算手続を終結し、配当

はございませんでしたので、県の債権は消滅

したものと判断しましたので不納欠損処分を

行いました。 

 以上をもちまして、道路整備課の説明を終

わらせていただきます。よろしくお願いいた

します。 

 

○亀田道路保全課長 道路保全課長の亀田で

ございます。 

 まず、定期監査における公表事項はござい

ません。 

 説明資料に基づきまして御説明いたしま

す。 

 まず、歳入につきまして説明いたします。 

 資料の16ページをお願いいたします。 

 分担金及び負担金でございますが、不納欠

損、収入未済ともにございません。 

 17ページをお願いいたします。 

 使用料及び手数料のうち、２段目の道路占

用料につきましては、調定額２億9,883万円

余に対して２億9,764万円余を収納してお

り、収納率で申しますと99％以上となってお

ります。一方、収入未済額が119万円余発生

しております。この解消につきましては、関

係する出先機関において、所在不明者の追跡

調査や自主納付の働きかけを強化するなど、

今後とも収入の確保に努めてまいります。 

 次に、下から３段目の国庫支出金におきま

しては、予算額に対し38億4,701万円余の減

となっておりますが、これは18ページに記載

のとおり、主に事業の繰り越しによるもので

ございます。 

 次に、18ページの下から２段目の土地売払

収入及び最下段の不要物品売払収入について

は、道路のつけかえなどによって生じた不用

地の売却や、不要となった道路パトロール車

などを売却して得た収入でございます。今後

も、引き続き積極的に処分を進めていきたい

と考えております。 

 次に、19ページをお願いいたします。 

 最下段の雑入につきまして、収入未済額が

870万円ほどございますが、これは、道路損

傷行為などによります原因者負担金及び工事

請負契約解除に伴う前払金余剰額利息の合計

でございまして、主に経営不振や行方不明な

どにより、計画どおりの納付がなされなかっ

たものでございます。この解消につきまして

は、所在不明者の追跡調査や預貯金調査など

を行い、収入の確保に努めてまいります。 

 また、不納欠損額が54万ほど発生しており

ますが、これは、納入義務者である法人が倒

産してしまい、差し押さえる財産もなかった

ために、やむを得ず不納欠損処分の手続を行
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ったものでございます。 

 歳入につきましては以上です。 

 引き続きまして、歳出について御説明いた

します。 

 20ページをお願いいたします。 

 道路橋りょう総務費の不用額1,065万円及

び道路維持費の不用額1,493万円余は、いず

れも経費節減によるものでございます。 

 21ページをお願いします。 

 道路新設改良費の不用額1,905万円余及び

橋りょう維持費の不用額1,068万円は、いず

れも経費節減によるものでございます。 

 歳出につきましては以上です。 

 最後に、繰り越しにつきまして、附属資料

で御説明いたします。 

 道路保全課関係につきましては、30ページ

から56ページまでとなっております。 

 56ページに道路保全課分の合計を記載して

おりますので、こちらでもって御説明いたし

ます。56ページをお願いいたします。 

 道路保全課全体では215カ所、77億5,187万

円余の繰り越しとなっております。主な理由

としましては、関係機関との調整や地元協議

に時間を要したこと及び現場条件の悪化など

により工法協議に日数を要したためで、いず

れも当初に想定できなかった支障が生じたた

め、やむを得ず繰り越したものでございま

す。 

 以上でございます。よろしくお願いしま

す。 

 

○内田都市計画課長 都市計画課長の内田で

ございます。 

 今年度の監査における公表事項はございま

せん。 

 まず、歳入関係でございますが、説明資料

の22ページから26ページに記載をしておりま

す。 

 内容につきましては、分担金及び負担金、

使用料及び手数料、国庫支出金、財産収入、

繰入金、繰越金、諸収入でございます。いず

れも不納欠損額、収入未済額はございませ

ん。 

 次に、24ページをお願いいたします。 

 １段目の国庫支出金の計でございますが、

予算に対し24億6,780万9,000円の減となって

おりますが、その主な原因は、社会資本整備

総合交付金事業及び地域自主戦略交付金事業

の平成24年度への繰り越しのためでございま

す。 

 次に、財産収入につきましては、25ページ

をお願いいたします。 

 ２段目の緑の基金預金利子が468万2,000円

の減となっておりますが、くまもと緑・景観

協働機構の事業の財源であります緑の基金の

運用益の減によるものでございます。 

 次に、26ページをお願いいたします。 

 ３段目の雑入は、主に九州新幹線の財産処

分に伴う鉄道・運輸機構からの返還金でござ

います。 

 また、その次の段の開発指定事業高率補助

精算金が１億8,412万6,000円の増となってお

りますのは、社会資本整備総合交付金事業が

新たに対象となりましたことによるものでご

ざいます。 

 次に、歳出につきましては、27ページから

29ページに記載をしております。 

 27ページをお願いいたします。 

 上から４段目、景観整備費の不用額1,647

万9,000円は、事務費の執行残及び事業費確

定に伴う執行残によるものでございます。 

 その次の段の新幹線建設促進事業費の不用

額２億2,497万1,000円の主なものは、鉄道・

運輸機構への事業費負担金が確定したための

減でございます。また、予算に対し７億4,87

0万5,000円の減となっておりますが、この主

な原因は、平成24年度への繰り越しのためで

ございます。 

 28ページをお願いいたします。 

 都市計画費は、都市計画総務費、土地区画
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整理費、街路事業費、都市公園費で構成され

ています。 

 １段目の都市計画費の不用額１億4,986万

円は、事務費の執行残及び事業費確定に伴う

執行残によるものでございます。また、予算

に対し58億5,485万3,000円の減となっており

ますが、この主な原因は、平成24年度への繰

り越しのためでございます。 

 以上が一般会計における歳入歳出でござい

ます。 

 次に、翌年度への繰越事業につきまして

は、別冊の附属資料の57ページから60ページ

に記載をしております。附属資料の60ページ

をお願いいたします。 

 明許繰越でございますが、最下段、都市計

画課の繰越額計は62億2,872万6,000円でござ

います。繰り越しの主な理由は、鉄道・運輸

機構の事業費が繰り越しになったことによる

もの、関係機関との協議に時間を要したも

の、補償交渉等に日数を要したものなどでご

ざいます。 

 以上が都市計画課の平成23年度決算に関す

る概要説明でございます。よろしくお願いい

たします。 

 

○軸丸下水環境課長 下水環境課長の軸丸で

ございます。 

 定期監査における公表事項はございませ

ん。 

 まず、決算について御説明いたします。 

 説明資料の30ページをお開き願います。30

ページから32ページまでが一般会計の歳入で

ございますが、不納欠損額、収入未済額はご

ざいません。 

 30ページ２段目の国庫支出金につきまして

は、予算に対して771万3,000円の減となって

おります。これは、主に最下段の地域自主戦

略交付金の繰り越しに伴う2,161万3,000円の

減と、次の31ページ４段目の地域活性化交付

金が、部局間の調整に伴い2,159万6,000円の

増になったことによるものでございます。 

 続きまして、33ページから34ページが一般

会計の歳出でございます。 

 33ページの３段目、環境整備費に不用額２

億2,002万4,000円となっておりますが、これ

は、主に備考欄の４に記載しております単独

処理浄化槽転換事業、これは、県有施設にあ

る単独処理浄化槽を合併処理浄化槽に転換す

る事業でございますが、事業費を精査した結

果、当初見込みより安価に実施したことによ

るものでございます。 

 次に、流域下水道事業特別会計について御

説明いたします。 

 35ページから39ページまでが流域下水道事

業特別会計の歳入で、不納欠損額、収入未済

額はございません。 

 35ページの一番上の段の分担金及び負担金

で、予算に対し3,668万2,000円の増となって

おりますのは、球磨川上流及び八代北部の流

域下水道への流入汚水量が見込みより多くな

ったために、実績精算により市町村からいた

だく維持管理費がふえたことによるものでご

ざいます。 

 また、36ページの２段目、国庫支出金で、

予算に対し５億2,768万5,000円の減となって

おりますのは、３カ所の流域下水道建設事業

の繰り越しに伴うものでございます。 

 次に、37ページ最下段の繰越金でございま

すが、予算に対し12億9,563万5,000円の増と

なっておりますのは、主に前年度からの繰越

金でございます。 

 38ページの５段目の県債につきまして、予

算に対し１億6,800万円の減となっておりま

すのは、流域下水道建設事業の繰り越しに伴

うものでございます。 

 40ページから41ページまでが歳出でござい

ます。不用額は、３カ所の流域下水道の維持

管理費及び建設費に係る執行残に伴うもので

ございます。 

 以上で、一般会計、特別会計の歳入歳出の
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説明を終わらせていただきます。 

 続きまして、繰り越しについて御説明いた

します。 

 附属資料の61ページをお願いいたします。

61ページから63ページまでが下水環境課にお

ける繰越事業でございます。 

 一般会計につきましては、61ページの一番

下の段になりますが、１カ所、2,100万円の

繰り越しがございます。また、特別会計につ

きましては、63ページの上から３段目に記載

のとおり、７カ所で計９億1,350万円の繰り

越しがございます。繰り越しの主な理由は、

関係機関との調整等に不測の日数を要したこ

となどにより、やむなく繰り越したものでご

ざいます。 

 以上で下水環境課の説明は終わります。よ

ろしくお願いします。 

 

○林河川課長 河川課長の林でございます。 

 まず、初めに、今年度の定期監査における

公表事項はございません。 

 それでは、河川課の歳入歳出決算について

御説明いたします。 

 資料の42ページをごらんください。 

 歳入でございます。最上段の分担金及び負

担金につきましては、不納欠損額、収入未済

額ともにございません。 

 下から３段目、使用料及び手数料で、収入

未済額41万6,000円がございます。内訳は次

の43ページになります。 

 最上段の河川敷占用料で22万2,000円、３

段目の海岸占用料で19万4,000円の収入未済

となっております。これは、備考欄に記載の

とおり、申請者の死亡や生活困窮及び申請者

の経営難によるものでございます。収入未済

につきましては、引き続き出先機関と連携し

ながら、解消に向けて努めてまいります。 

 次に、下から３段目が国庫支出金でござい

ます。予算現額と収入済み額との比較欄が12

億6,711万4,000円の減となっております。内

訳につきましては、その下から45ページの最

上段までになります。主に災害復旧事業、そ

れから国庫補助事業の繰り越しに伴う減が主

な理由でございます。 

 45ページをお願いいたします。 

 上から２段目の財産収入、３段目の繰越金

につきましては、不納欠損額、収入未済額と

もにございません。 

 次に、下から３段目の諸収入で、収入未済

額として１億2,555万4,000円が生じておりま

す。内訳につきましては47ページをお願いい

たします。 

 まず、下から３段目の雑入で１億1,100万

4,000円となっております。備考欄に記載の

とおり、海砂利超過採取に係る過料及び不当

利得返還金が主なものでございます。 

 なお、本件につきましては、超過採取業者

及び保証人の財産調査をしっかり行った結

果、一括納付が困難なことなど地方自治法の

分納要件を満たすことから、今年度に限り分

納を承認しております。これまで、計画どお

りの納付が行われております。次年度以降に

つきましては、業者の納付実績や再発防止策

の履行状況を見きわめながら判断してまいり

ます。 

 次に、48ページをお願いいたします。 

 年度後返納で、収入未済額1,455万円とな

っております。備考欄に記載のとおり、工事

前払金の返納金になります。この工事につき

ましては、減額変更を行った後に、工事は竣

工いたしております。ただ、竣工額が前払金

を下回るということになったことから、その

差額分について業者に返納を求めているもの

であります。なお、工事は竣工しております

ので、保証会社の保証対象には該当いたしま

せん。現在、この法人が清算手続中でござい

ますので、催告や資産調査を継続し、状況の

把握に努めてまいりたいと思っています。 

 歳入につきましては以上でございます。 

 続きまして、歳出について御説明申し上げ
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ます。 

 49ページをごらんください。 

 まず、２段目、河川海岸総務費で2,586万

5,000円の不用額があっております。これ

は、備考欄に記載のとおり、国の直轄事業に

おける執行残及び人件費の執行残でございま

す。 

 その下の河川改良費で1,415万2,000円の不

用額となっております。これは、河川等災害

関連事業における事業費確定に伴う残及び事

務費の執行残でございます。 

 次に、50ページをお願いいたします。 

 上から３段目の災害復旧費で2,673万8,000

円の不用額になっております。これは、主に

その下の河川等補助災害復旧費において、災

害査定の申請に用います査定単価に比べまし

て、工事発注の際に使用する実施単価が安価

であったこと及び入札残などの理由により内

示減となったものでございます。 

 続きまして、繰り越しについて御説明申し

上げます。 

 恐れ入りますが、附属資料の64ページをお

願いいたします。 

 平成23年度の繰越事業調べになります。64

ページから78ページまでに河川課の繰越事業

を掲載しております。 

 78ページの最下段をごらんください。河川

課分の総計を記載しております。241カ所、3

3億8,074万2,000円になります。これらは、

地元や関係機関との調整、用地交渉等に不測

の日数を要したため、やむなく次年度へ繰り

越したものでございます。いずれも、既に発

注済みもしくは発注手続中でございまして、

年度内に完了する予定でございます。 

 以上で河川課の説明は終わります。よろし

くお願いいたします。 

 

○松永港湾課長 港湾課長の松永です。 

 定期監査における公表事項はございません

ので、決算の概要から御説明いたします。な

お、港湾課は、一般会計のほかに２つの特別

会計がございます。 

 まず、説明資料の51ページをごらん願いま

す。55ページまでが一般会計の歳入になりま

す。 

 分担金及び負担金においては、不納欠損、

収入未済はありません。 

 52ページをごらん願います。 

 上から２段目の使用料及び手数料のうち、

港湾区域占用料で不納欠損処分を244万9,000

円行っております。これは、滞納処分の執行

停止によって納入義務が消滅したものや時効

成立によるものです。 

 同じく、港湾区域占用料で収入未済が８万

3,000円ありますが、これは申請者の業績不

振で未納となっているものです。 

 下から２段目の国庫支出金においては、不

納欠損、収入未済はありません。予算現額に

対する収入減は繰り越しに伴うものです。 

 54ページをごらん願います。 

 最上段の財産収入においては、不納欠損、

収入未済はありません。 

 55ページをごらん願います。 

 上から３段目の諸収入の雑入において、27

万3,000円の不納欠損処分を行っておりま

す。これは、時効成立によるものです。 

 下から３段目の過年度収入のうち、開発指

定事業高率補助精算金の予算現額に対する収

入増は、過年度事業における国庫補助精算金

の内示増によるものです。 

 続いて、56ページをごらん願います。57ペ

ージまでが一般会計の歳出になります。 

 港湾管理費における不用額386万1,000円

は、入札残と人件費及び事務費の執行残で

す。 

 次の段の港湾建設費の不用額924万3,000円

は、入札残及び事務費の執行残です。 

 57ページをごらん願います。 

 空港管理費の不用額1,045万円は、入札残

及び事務費の執行残です。 



第４回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成24年10月19日) 

 - 11 - 

 58ページをごらん願います。59ページまで

が港湾整備事業特別会計の歳入になります。 

 使用料及び手数料において、地方港湾使用

料と重要港湾使用料の収入未済が745万8,000

円となっています。これらは、港湾施設使用

者の業績不振によるものです。なお、この収

入未済額につきましては、９月末までに41万

円余が収入済みとなっています。 

 中段からの国庫支出金、財産収入、繰入金

及び繰越金については、不納欠損、収入未済

はありません。 

 59ページをごらん願います。 

 諸収入において、雑入で収入未済額2,043

万8,000円がありますが、このうち1,920万4,

000円については、倒産した施設使用者の建

物にアスベストが使用されていたため、飛散

の危険性があったことから、港湾管理者が行

政代執行法に基づき建物撤去を行った費用で

す。 

 残りの収入未済123万4,000円は、熊本港旅

客ターミナル内レストランの電気及び水道

代、及び八代港における電気代ですが、これ

は事業者の業績不振によるものです。 

 最下段の県債については、不納欠損、収入

未済はありません。 

 なお、一般会計と港湾整備事業特別会計の

未収金回収については、電話及び催促により

早期納付及び分割納付を促すとともに、財産

がある者については、差し押さえ等の法的措

置の検討を行っているところです。 

 続いて、60ページをごらん願います。 

 港湾整備事業特別会計の歳出です。施設管

理費の不用額1,604万2,000円及び港湾整備費

の不用額103万円は、入札残及び人件費、事

務費の執行残です。 

 61ページをごらん願います。62ページまで

が臨海工業用地造成事業特別会計の歳入にな

ります。 

 財産収入、繰入金、繰越金及び諸収入と

も、不納欠損、収入未済はありません。 

 63ページをごらん願います。 

 臨海工業用地造成事業特別会計の歳出で

す。八代港臨海工業用地造成事業費の不用額

70万円は、事務費の執行残です。 

 以上で、一般会計、特別会計の歳入歳出に

関する説明を終わります。 

 続きまして、繰り越しについて御説明いた

します。 

 附属資料の79ページをごらん願います。83

ページまでが港湾課における繰越事業です。 

 これらは、繰越理由欄に記載しております

とおり、関係機関との調整に不測の期間を要

した等の理由により、一般会計と港湾整備事

業特別会計、合わせて29カ所の８億1,582万

9,000円を次年度へ繰り越しいたしました。

繰り越した29カ所のうち、９月末現在で20カ

所が完了しております。その他の箇所につき

ましても、引き続き早期の完了に努めてまい

ります。 

 130ページをごらん願います。131ページま

でが県有財産の処分の一覧表です。 

 23年度における売却処分は、百貫港要江地

区で３件、河内港聖ヶ塔埋立地で１件、三角

港岩屋地区で３件、水俣港汐見地区で９件の

合計16件で、収入の合計額は１億432万7,739

円となっています。 

 以上で港湾課の説明を終わります。よろし

くお願いいたします。 

 

○古澤砂防課長 砂防課の古澤でございま

す。 

 まず、定期監査の結果でございますけれど

も、公表事項はございません。 

 それでは、決算について御説明申し上げま

す。 

 委員会資料64ページをお開きください。 

 まず、歳入につきまして、64ページから65

ページまででございますが、64ページの分担

金及び負担金につきましては、不納欠損額、

収入未済額ともにございません。 
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 次に、64ページの下から３段目の国庫支出

金でございます。不納欠損額、収入未済額と

もにございません。なお、予算現額に対しま

して12億8,264万5,000円の減となっておりま

すのは、平成24年度への繰り越しによります

事業費の減に伴う国庫支出金の減でございま

す。 

 次に、65ページの中ほど繰越金につきまし

ても、不納欠損額、収入未済額ともにござい

ません。 

 その下の４段目の諸収入の雑入につきまし

て、収入未済額が１万6,000円生じておりま

す。この収入未済額につきまして御説明申し

上げます。 

 済みません、附属資料の119ページをお開

き願います。 

 収入の種別につきましては、前払金余剰額

の利息でございます。これは、請負業者の倒

産によりまして平成22年度に契約を解除した

際、既に支払い済みの前払金に対しまして出

来高不足分の余剰額が生じたものに係る利息

１件でございます。 

 余剰額につきましては保証会社から返金さ

れたものの、利息分につきましては業者から

の納入となっておりますため、県に納入され

ずに収入未済となったものでございます。 

 次に、歳出でございます。また委員会資料

に戻っていただきまして、66ページをお開き

ください。 

 砂防費につきましては、2,054万円の不用

額が生じております。この理由は、入札に伴

う執行残あるいは事務費の執行残でございま

す。 

 続きまして、繰り越しについて御説明を申

し上げます。 

 再度、附属資料の84ページから102ページ

をお開きいただきたいと思います。 

 砂防課の明許繰越費を84ページから102ペ

ージに記載しております。 

 102ページをお開きいただきまして、最下

段、合計118カ所、平成24年度へ28億7,650万

円の繰り越しを生じております。繰り越しの

主な理由といたしましては、用地境界の確定

や相続に伴います登記処理、また、地元関係

機関との調整及び工法の検討などに不測の日

数を要し、やむなく次年度へ繰り越したもの

でございます。いずれも発注済みもしくは発

注手続中でございまして、年度内に完成する

予定でございます。 

 次に、事故繰越につきまして御説明を申し

上げます。 

 下の103ページをごらんください。 

 １カ所、6,192万9,000円の事故繰越が生じ

ております。事故繰越の理由につきまして

は、平成23年の８月の豪雨によりまして、工

事箇所への唯一の道路でございます町道の路

肩が崩壊し、資材運搬等の経路が絶たれたた

めでございます。平成23年度に契約し完了予

定でございましたけども、町道の災害復旧工

事中は通行どめとなり、やむを得ず事故繰越

を選択したものでございます。現在は工事を

再開しておりまして、10月末の完成予定でご

ざいます。 

 以上で砂防課の説明を終わります。よろし

くお願いいたします。 

 

○坂口建築課長 建築課長の坂口でございま

す。 

 まず、本年度の定期監査における公表事項

はございません。 

 続きまして、決算につきまして御説明いた

します。 

 まず、歳入でございますが、説明資料の67

ページから69ページに記載しております。 

 内容につきましては、使用料及び手数料、

国庫支出金、繰越金及び諸収入でございま

す。いずれも不納欠損及び収入未済はござい

ません。 

 主なものを御説明を申し上げます。 

 説明資料の67ページをお願いいたします。 
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 ３段目の土地開発行為許可申請手数料と５

段目の建築許可申請手数料につきましては、

予算現額に対しましてそれぞれ350万1,000

円、152万3,000円の増となっております。こ

れは、それぞれの申請件数が見込みより多か

ったためでございます。 

 また、４段目の建築確認申請手数料と６段

目の宅地建物取引業免許申請手数料につきま

しては、それぞれ207万円、306万3,000円の

減となっております。これは、それぞれの申

請件数が見込みより少なかったためでござい

ます。 

 次に、68ページをお願いいたします。 

 ２段目以降の国庫支出金につきましては、

収入済み額が予算現額に対しまして8,424万

1,000円の減となっておりますが、これは３

段目の社会資本整備総合交付金の繰り越しに

伴う減が主な理由となっております。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 説明資料の70ページをお願いいたします。 

 建築指導費の不用額2,158万5,000円につき

ましては、当課所管の法令に基づく確認、検

査事務等に要する費用におきます事務費の執

行残及び入札に伴う執行残でございます。 

 続きまして、繰り越しについて御説明いた

します。 

 附属資料の104ページをお願いいたしま

す。 

 建築物防災対策推進事業につきましては、

熊本市の事業が翌年度へ繰り越されたことに

伴いまして、県の補助金47万5,000円を繰り

越したものでございます。 

 また、民間建築物アスベスト緊急改修促進

事業につきましては、アスベスト調査の基礎

資料となります既存建築物の情報のデータ処

理化に当たりまして、現況との精査に不測の

日数を要したことから年度内完了が困難とな

ったため、7,524万3,000円を繰り越したもの

でございます。 

 繰越理由の中の「不足」の字が誤っており

ました。お詫びして「不測」の字に訂正させ

ていただきたいと思います。 

 以上、建築課の説明を終わります。よろし

くお願いいたします。 

 

○田邉営繕課長 営繕課長の田邉でございま

す。 

 まず、本年度の定期監査における公表事項

はございません。 

 続きまして、決算について御説明いたしま

す。 

 まず、歳入でございますが、説明資料の71

ページをお願いいたします。 

 内容につきましては、繰越金が２億円ござ

いまして、不納欠損及び収入未済はございま

せん。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 説明資料の72ページをお願いいたします。 

 土木総務費の不用額1,991万円につきまし

ては、県有施設の改修等に係る工事請負費、

設計管理委託費の入札に伴う執行残及び事務

費の執行残でございます。 

 続きまして、繰り越しについて御説明いた

します。 

 附属資料の105ページをお願いいたしま

す。 

 県有施設保全改修費につきまして、合計で

４カ所、7,613万3,000円の繰り越しがござい

ます。これらにつきましては、工事の施行に

当たり関係機関との調整に不測の日数を要し

たこと等により、やむを得ず次年度へ繰り越

したものでございます。 

 以上で営繕課の説明は終わります。よろし

くお願いいたします。 

 

○平井住宅課長 住宅課長の平井でございま

す。 

 まず、本年度の定期監査における公表事項

はございません。 

 それでは、資料の説明をさせていただきま
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す。 

 資料の73ページをお開き願います。 

 まず、歳入関係でございます。 

 ３段目の県営住宅使用料ですが、調定額が

21億9,301万8,000円に対しまして、収入済み

額が20億6,034万9,000円で、収入未済額１億

1,040万4,000円となっております。 

 収入未済額が多い理由といたしましては、

公営住宅は入居対象者を住宅に困窮する低所

得者といたしておりまして、昨今の厳しい経

済状況による収入の低下により生活困窮等が

加わったものと考えられることや、退去滞納

処分が未納金の56.7％を占めていることでご

ざいます。収入未済の状況や対策につきまし

ては、後ほど別冊の附属資料で御説明させて

いただきます。 

 なお、県営住宅使用料の収入未済額のう

ち、10月９日までに2,453万8,000円が収入済

みとなっておりまして、同日時点で未済額は

8,586万6,000円となっております。不納欠損

額につきましては2,226万5,000円でございま

すが、これは退去後の所在不明や死亡などに

より時効となったものでございます。なお、

予算現額との比較で593万5,000円の増となっ

ておりますのは、督促等の強化により収入済

み額が見込みを上回ったためでございます。 

 同じく、４段目の県営住宅用地使用料です

が、これは県営住宅の駐車場使用料などでご

ざいます。調定額が１億7,730万2,000円に対

しまして収入済み額が１億7,272万7,000円

で、収入未済額が457万5,000円となっており

ます。この理由といたしましても、住宅使用

料と同様、入居者の生活困窮などによるもの

でございます。この収入未済の状況や対策に

つきましても、後ほど附属資料で説明をさせ

ていただきます。 

 なお、県営住宅用地使用料の収入未済額の

うち、10月９日までに172万円が収入済みと

なっておりまして、同日時点で未収額は258

万5,000円となっております。 

 次に、最下段の長期優良住宅認定申請手数

料ですが、長期優良住宅の普及の促進に関す

る法律に基づく長期優良住宅建築等計画の認

定業務に伴う手数料でございます。予算現額

と収入済み額との比較で５万6,000円の増と

なっておりますのは、当初見込みよりも認定

申請件数が多かったためでございます。 

 次に、国庫支出金ですが、74ページをお願

いいたします。 

 ２段目の社会資本整備総合交付金で、予算

現額と収入済み額との比較が8,308万1,000円

の減となっておりますのは、繰り越し及び事

業費確定に伴う減でございます。 

 また、３段目の各種住宅施策事業費補助

で、予算現額と収入済み額の比較が349万6,0

00円の減となっておりますのは、空室への入

居が見込みよりも少なかったことによるもの

でございます。 

 ４段目の地域自主戦略交付金で、予算現額

と収入済み額との比較が1,694万4,000円の減

となっておりますのは、繰り越しに伴うもの

でございます。 

 次に、最下段の財産貸付収入の土地貸付料

の収入未済額が19万3,000円となっておりま

すのは、県外在住の債務者が死亡したため相

続人に対しまして催告をしておりますが、未

納付となっているものでございます。その収

入未済につきましても、後ほど附属資料で御

説明させていただきます。 

 次に、75ページの１段目をお願いいたしま

す。 

 土地売払収入で、予算現額と収入済み額の

比較が2,214万8,000円の増となっております

のは、市道拡張に伴う団地敷地の一部売却等

によるものでございます。 

 次に、下から２段目の県営住宅敷金運用利

子及び最下段の県営住宅駐車場保証金運用利

子におきましては、予算現額と収入済み額と

の比較で57万8,000円、３万1,000円の減とな

っておりますのは、運用収入の減に伴うもの
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でございます。 

 次に、76ページの１段目をお願いいたしま

す。 

 住宅金融支援機構収入につきましては、同

機構からの業務委託の対象となる災害復旧建

築物等の工事審査がなかったため、収入がな

かったものでございます。 

 次に、２段目の雑入においては、予算現額

と収入済み額との比較が80万4,000円の増と

なっておりますのは、強制執行予納金の還付

等の予算外分収入の受け入れによるものでご

ざいます。 

 次に、歳出につきましては、77ページをお

願いいたします。 

 ２段目の住宅管理費ですが、９億7,330万

3,000円の予算に対し、支出額は９億2,773万

9,000円となっております。不用額3,080万4,

000円につきましては、即決和解の実施及び

高額所得者明け渡し訴訟対象者の自主退去に

伴い、訴訟件数が見込みより少なくなったこ

とによる事務費の執行残、維持補修工事費及

び事務費の執行残でございます。 

 また、３段目の住宅建設費の不用額2,059

万2,000円につきましては、公営住宅建設事

業、公営住宅ストック総合改善事業の入札に

伴う執行残及び高齢者向け有料賃貸住宅供給

促進事業において空室への入居が見込みより

も少なかったことによるものでございます。 

 繰り越しにつきましては、附属資料の106

ページのほうをお願いいたします。 

 住宅課の繰越総額は、最下段にありますと

おり２億4,132万円でございます。 

 繰り越しの主な理由といたしましては、住

戸改善工事における工事住戸希望者の辞退等

により再募集を行うなど、施工期間及び日程

調整に不測の時間を要したことや、熊本県住

宅マスタープランの改定に当たり、上位計画

である県政運営の基本方針の策定内容にあわ

せて改定する必要があったことなどが主な原

因で、やむなく繰り越したものでございま

す。 

 収入未済につきましては、120ページをお

願いいたします。 

 120ページの表の１をごらんいただきたい

と思います。 

 これは、先ほど説明しました歳入に関する

調べのうち、収入未済となっている収入を一

覧にしたものでございます。 

 上段の県営住宅使用料、いわゆる家賃の収

入未済が１億1,040万4,000円、次の県営住宅

用地使用料、これは駐車場使用料及び行政財

産目的外使用料でございますが、この収入未

済額が457万5,000円、次の土地貸付料、これ

は普通財産である土地の貸付料で、その収入

未済額が19万3,000円でございます。４段目

の雑入につきましては、収入未済額は9,000

円となっております。 

 次の表の２をごらんいただきたいと思いま

す。これは収入未済の過去３年間の推移を示

したものでございます。県営住宅使用料につ

きましては年々減少しておりますが、県営住

宅用地使用料につきましては若干の増加傾向

に、また土地貸付料は過年度の滞納が解消さ

れていない状況でございます。 

 次のページの表３をごらんいただきたいと

思います。これは収入未済につきまして、そ

の状況を整理したものでございますが、県営

住宅使用料につきましては、滞納者のうち法

的措置までには至らず分割納付中の方、それ

から、法的措置を講じている方の２つを合わ

せまして1,000件、9,920万6,000円で、金額

では89.9％を占めております。 

 次の県営住宅用地使用料につきましては、

分割納付中の方が328件、256万2,000円とな

っております。 

 土地貸付料につきましては、相続人に督促

しても支払いがない非協力的な事案が１件、

19万3,000円となっております。 

 雑入では、分割納付中が１件、9,000円と

なっておりますが、こちらにつきましては平
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成24年７月に納付済みとなっております。 

 次の表の４をごらんいただきたいと思いま

す。これは、各未収金についての対策を記載

しております。 

 まず、県営住宅使用料につきまして、入居

者への対策といたしましては、これまでも督

促状の発行や徴収嘱託員による臨戸訪問徴

収・督促などの対策を行ってまいりました

が、平成22年度からの取り組みといたしまし

て、④の３カ月以上の滞納者への催告と⑤の

支払いに応じない４カ月以上滞納者の連帯保

証人への催告を行っております。また、⑩の

生活保護世帯における代理納付の実施につき

ましても、従来の武蔵ヶ丘団地に加えまし

て、熊本市と連携して熊本市内の団地でも実

施いたしております。 

 退去者への対策といたしましては、所在不

明者の所在調査や徴収嘱託員による名義人や

連帯保証人への訪問、電話催告及び徴収など

を行っております。 

 県営住宅用地使用料につきましても同様な

対策を行っております。 

 土地貸付料でございますが、相続人の所在

が不明だったため所在調査を行いますととも

に、支払督促を行ったところでございます。 

 最後に、雑入につきましては、職員による

電話督促を行った結果、本年７月に完納され

ております。 

 今後とも、未収金対策といたしましては、

短期滞納者への早期の納入指導、代理納付の

促進等による滞納額の抑制や、支払いに応じ

ない悪質な長期滞納者に対する法的措置の実

施などに引き続き取り組みまして、未納金の

回収に努めてまいります。 

 以上で住宅課の説明は終わります。よろし

くお願いいたします。 

 

○井手順雄委員長 以上で執行部の説明が終

わりました。 

 ここで10分間休憩いたします。 

  11時８分休憩 

――――――――――――――― 

  午前11時14分再開  

○井手順雄委員長 それでは、委員会を再開

いたします。 

 質疑を受けたいと思います。質疑はありま

せんか。 

 

○荒木章博委員 土木部長の船原部長に猿渡

さん、福島、宮城、お疲れさまでございまし

た。早速委員会で……。 

 今、収入未済とか不納欠損というのが、や

っぱりかなり――これは、もちろん決算のと

きは毎年出てくるわけですけれども、その率

というのはどうですかね、上がっていってい

るんですかね。もちろん、企業の倒産と比例

してくると思うんですけれどもね、その率あ

たりは、どんなふうな状況なんでしょうか。

かなりの、こういう決算の中では未済という

のが出ておるんですけどね。 

 

○井手順雄委員長 土木部全体としての答弁

という形になりますが……。 

 

○金子監理課長 監理課の金子でございま

す。 

 暦年度の、詳しいのはありませんけども、

平成22年度と23年度の比較でしますと、収納

率自体は若干減っております。不納欠損額

は、平成22年度3,177万4,000円が平成23年度

は2,649万6,000円というふうに若干減っては

おります。 

 

○荒木章博委員 もう一つ、倒産と比例する

というんですか、そういうところをちょっと

……。 

 

○金子監理課長 監理課でございます。 

 今回の収入関係で、特に請負業者に絡むも

のについては、倒産に伴う未収金というの
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は、実際は大半が違約金でございます。 

 

○荒木章博委員 違約金とは、前納金という

ことですね。 

 

○金子監理課長 違約金というのは――契約

した場合に、会社が倒産した場合について

は、１割を違約金として徴収するように請負

契約上つくっております。それともう一つ

が、前払金の利息の剰余金の請求でございま

す。前払金自体は保証契約を結んでおります

ので、全て保証会社のほうから基本的には保

証を受けますので――ただ、前払金が、保証

会社からお金をもらう間に利息が発生する、

その利息分を請求する分が今回の未収金で、

請負会社の関係についてはそういうものが発

生します。それについて利息分は余り大きく

ありませんので、金額としては多く上がって

くるところでございませんけれども、ただ、

会社等が倒産すればそういうケースが出てく

ると。ただ、昨年度と比較して今年度が多い

という状況ではございません。 

 以上です。 

 

○荒木章博委員 それでは、県内発注の企業

の倒産件数というのは、昨年はどのくらいあ

ったんですか。 

 

○金子監理課長 23年度ですけれども、倒産

自体は全体で105件、県内あっていますけれ

ども、そのうちの建設業者関係は50件ござい

ます。 

 

○荒木章博委員 こういう、会社に対する回

収というのは、やっぱり職員で別にやられて

いるんですか。 

 

○金子監理課長 実際は、振興局で発注する

ケースが多いので、振興局の職員で回収手続

をやっております。 

 

○荒木章博委員 こういうのは、企業が倒産

するというのは、見込みで発注するというか

――何らかのそこの審査あたりの基準とかと

いうことで、ある意味では見分けというか、

難しいところもあるかもしれぬけど、ある程

度見分けられないのか。それとも、ランク分

けのときに、そういうランクのいろんな点数

のやり方、委員長が専門でしょうけど、そう

いうところはわからないのかということです

よね。だから――回収率がどのくらいなの

か、それもちょっとお尋ねしたいと思いま

す。 

 

○金子監理課長 経営事項審査というのは、

県が発注する分については全てやっているん

ですけれども、ただ経営事項審査の中で、経

営状況については経営事項審査の点数になっ

ていきますので、格付等に当然反映していき

ますし、経審点にも反映しますので、発注の

量が、当然経営状況が影響してくるというこ

とはありますけれども、経営事項審査だけで

会社の経営状況、経営の内情まで、あるいは

倒産状況にあるかどうかまでは判断できない

という状況でございます。 

 それと、実際の――回収状況については、

基本的には前払金とか実際の、実損部分につ

いては全部保証関係で賄われていますので、

実損部分は100％ありません。ただ、違約金

とか前払金の利息分については、大体、会社

が倒産された場合には、ほとんど回収不能に

なってしまうという状況になろうかと思いま

す。 

 

○荒木章博委員 引き続き。県内の発注率と

いうのはよく言われていますけれども、県外

大手と、まあ中堅ゼネコンと地元の発注の割

合というのは――もちろん年々高く、県内企

業が上がっていっているんだろうと思います

けど、そこあたりはどういうふうな……。 
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○金子監理課長 昨年ですと、熊本県内発注

で94％ぐらいになります。 

 

○井手順雄委員長 金額ですか、件数です

か。 

 

○金子監理課長 金額ベースでの。 

 

○荒木章博委員 金額ベースで94％。たしか

その前年度が90％ぐらいだったですかね。少

し上がったんですかね。 

 

○金子監理課長 順次上がってきて、94％に

なりました。 

 

○荒木章博委員 今が94％ということです

ね。それで、やっぱり育成というのが一番大

切だろうと思うんですよね。なかなかその、

工事の中でも難しい工事というのかな、そう

いうのにも大手にある程度入って勉強してい

くと、大手だけに任せるんではなくてね。や

っぱり県内育成というのを中心として物事を

やっていかなきゃいけないというふうに思う

んですけれども、大体割合というのはどのく

らいなんですか、育成として考えられている

発注の仕方というのは。 

 

○金子監理課長 監理課でございます。 

 ＪＶ、いわゆる複数の企業でやる格好で、

地元建設業者が施工経験ができるような、施

工能力の開発を行っております。件数につい

ては、具体的にちょっと把握しておりませ

ん。申しわけございません。ＪＶの件数です

けれども、昨年が、平成23年度が８件でござ

います。ただ、これについては、全てが育成

目的のＪＶではございませんけれども、ＪＶ

件数自体は、昨年度は８件になっておりま

す。 

 

○荒木章博委員 県内育成という言葉がよく

議会でも出ますけれども、そういった中で

は、経験をさせる、していただくというのが

一番前提であるというふうに私は思うんです

よね。ですから、やっぱり県内企業の育成と

いうのは、やっぱりそういうところから――

育成だけでは考えないということではなく

て、育成のために県外企業との、ＪＶと言う

んですか、そういうものもやっぱり積極的に

対応していただきたいということで、私のほ

うからお願いをしたいというふうに思ってお

ります。 

 回収においては、そういう非常にいろいろ

難しい点もあるし――県内育成の中で、やっ

ぱり県内企業を守っていくということが私は

大事なことだというふうに思いますので、今

後も引き続き努力をお願いしたいと思いま

す。 

 以上です。 

 

○重村栄委員 関連していいですか。今、荒

木先生がおっしゃった県内業者の育成という

形で、新しい技術に、ベンチャー組んで経験

をしていただくということは非常に大事なこ

とかなとは思います。ただ、その逆の面でで

すね、例えば工法を考えれば、従来型の工法

でやれば県内業者さんでも十分やれるという

こともあるんではないかなと――工法で縛ら

れて、どうしてもベンチャーを組まざるを得

ないというケースもあっているのではないか

なという、具体的にどうやっているというこ

ともないんですけれども、そういうこともあ

り得るのかなという感じがしているんですけ

れども……。 

 工法の選び方というか、要するに設計段階

で入ってしまうとどうしようもないですか

ら、その工法の選び方とかというのはどんな

ふうな基準でされているんですか。しゃにむ

に、新しい技術じゃないとだめだというもの

なのか――従来工法でやってもやれるという
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ものをどういうふうに判断されているのか

な、それによっては、県内業者だけで済むケ

ースだってあるんだろうと思うんですよ。そ

れはどういうふうな基準で、どういうふうな

判断をされて今執行されているんですか。 

 

○西田土木技術管理課長 土木技術管理課で

ございます。 

 基本的には各事業課のほうで工法について

は選択するわけですけれども、やっぱり経済

性ということをまず第一に考えてやっており

ます。したがいまして、基本的には県内でで

きるものは県内でと、一般的な、汎用的な技

術でやるものはやると、そういうふうなこと

は留意してやっております。 

 それとあわせまして、例えば資材の問題で

すね。いわゆる設計段階で、例えば本来であ

れば汎用的なものを使えると、それなのに設

計のほうで例えば県外品の特殊製品を使った

と、そういうふうなケースも昨年は見られま

したので、どうしても特殊な製品を使わざる

を得ないときはやむを得ないんですけれど

も、汎用品で済むときはできるだけいわゆる

県内でも生産できるものをということで、汎

用品を使うような設計にしてくださいという

ことで、昨年は出先の機関長会議の中でもそ

ういう周知徹底、お願いをしたところござい

ます。 

 

○重村栄委員 やっぱり県内育成ということ

は、一方でやらなくちゃいけないんですけれ

ども、今これだけ仕事が少ない中で県内でや

れるような工法を選ぶ、あるいは県内でやれ

るような材料を選ぶ、こういったことは非常

に大事な観点だと思うんですよね。新しい技

術を取り入れるのは、それはそれで大事なん

ですけれども、しゃにむに、それでないとで

きぬということではないと思うので、やっぱ

り経済性だけじゃなくて、県内企業にどれだ

け多く仕事を出すかということを考えていく

と、工法それから材料、これを設計の段階で

きちんと精査して対応していただきたいなと

いうことを、お願いしておきたいと思いま

す。 

 

○池田和貴副委員長 関連していいですか。

済みません。今の西田課長の答弁にちょっと

質問なんですけれども、例えば設計の段階で

は記載がされていたものがあったと。ただ、

実際の工事になった場合にですね、指定をさ

れておるんだけど、これと同等品みたいなの

は県内でもつくれるんじゃないかという形

で、工事をされている方からの相談があった

場合、その際、土木技術管理課か担当課で協

議の上、県内の、提案になったものと比較を

してかえるということは、これはあるんです

か。 

 

○西田土木技術管理課長 今、副委員長が御

指摘のような案件につきましては、こちらの

ほうで協議を受けまして、機能的に同等だと

いうことが確認されたときは、県内品でも認

めております。 

 

○池田和貴副委員長 わかりました。 

 

○荒木章博委員 関連して。私はですね、や

っぱりその――実例から言うならですよ、万

日山のトンネルを掘る、あの110億だったか

な、工事の中でね、あれはメガネなんですよ

ね、工法で。そして、私のところにある人が

来て、メガネでやりたいんですけれどもとい

うことで来られたんだけど、実際、どうして

メガネでやるんですかと言ったら、お金がか

かるんですよと、大手にしかできないんです

よと、こういう話だった。 

 いや、それは、私は不都合だということで

――本設計の前に設計をやるんですね、ああ

いうのは。そのときに、やっぱりメガネが本

当に必要なのか、一つの洞察というかな、あ
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れでいいのかという、そういう見きわめをで

すね。西田さんが今、土木技術管理課長さん

ですから、やっぱり今からの発注においても

ですね、そういうことは県内でできるような

工事なんですよ。それをあえてお金のかかる

ようにすると言うんです。それは、設計会社

の前の設計がそれをやるんです、ですね。い

ざやってみたら、私は４年間落選していてい

なかったけれども、メガネででき上がっと

る。お金がかかると、県外大手しかできない

ようになってしまっとる。 

 だから、そういうところを――それから先

はどうのこうのとは言いませんけれども、今

後ですね、そういうところを――今副委員長

も言われた、重村委員も言われたようにね、

県内でできるものがあるはずなんです。そう

いったところを、猿渡さんも当時土木事務所

長でおられたから詳しいと思うんだけれど

も、要するに発注、測量の仕方の中に疑問点

が実際あるわけなんです。それを見きわめる

のはだれかというのは、県の職員しか見きわ

められないんです。 

 だから設計をやる、本設計をやる、そして

発注する、その前の一番最初が狂っていたら

――狂ってというか、そのとおりになるわけ

なんですよ、工事のやり方が、例を言ってみ

れば。そこのところを今後、県内でできる分

は県内で、そして費用がかからないようにす

る分は費用がかからないように――もうあれ

だけの費用がかかっていますから、それは言

いませんけれども、そういうところで考えて

いただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○西田土木技術管理課長 万日山のトンネル

の件については、個々の状況については把握

しておりませんが、荒木委員の御指摘の件に

ついては、また十分周知徹底してまいりま

す。 

 

○池田和貴副委員長 県内関係の発注促進に

ついて、ちょっと関連して。今、金額ベース

で94％発注していただいているというお話を

伺いましたが、先ほど、部長の最初の御挨拶

の中に、その後ですね、「業界に対して下請

け工事の県内企業への発注を依頼するととも

に、平成24年２月には各市町村に対しまして

も、県内企業の受注確保に向けた取組みを改

めて依頼したところ」というふうな御挨拶が

ございました。 

 実際、ここについては、いろいろ議会の中

でも議論をされていましたが、県がこういう

ことをやったことによってどのように変わっ

ていっていますかね。 

 

○金子監理課長 ２つあって、下請促進のほ

うが１つあるんですけれども、そちらのほう

は今回の通知、協力依頼に伴って数％ですけ

ど少しふえております。ただ、まだ６月時点

でしたので、最終的に今後どれぐらいふえる

かというのは十分検証していく必要があると

思っております。 

 あと、市町村あたりの工事の県内発注状況

については、今年２月ぐらいに通知をしてお

りますので、まだ実績はつかめておりません

けれども、全体の入札関係の会議等もありま

すので、その辺でデータ処理をしたいと思っ

ております。 

 

○池田和貴副委員長 やはり中小企業振興基

本条例に基づいて私たち議会も、中小企業の

振興についてはやっていくべきだというふう

に思っていますし、当然これは――元請は、

94％県内企業の方々が参加をされているわけ

です。業界の方にもやはりもう一度徹底をし

ていただくように、ぜひ指導のほうをよろし

くお願いいたします。 

 要望でございます。 

 

○重村栄委員 県営住宅のかかわりで、ちょ



第４回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成24年10月19日) 

 - 21 - 

っと質問したいのですけれども、今、入居者

の方で家賃が払えないということで、保証人

の方が払っているケースというのは、どのく

らいあるんですか。 

 

○平井住宅課長 申しわけありません。今そ

の資料がございませんので、後ほど調べまし

て報告させていただきたいと思います。 

 

○重村栄委員 じゃあついでに、教えてもら

うときに、保証人の方の選定基準というか、

あれば教えてください。そのときで結構で

す。 

 

○平井住宅課長 はい。 

 

○西岡勝成委員 関連して。附属資料の120

ページなんですけれども、住宅課、２の表の

見方だけれども、過去３年間のあれがありま

すが、平成21年度には、計の１億8,200万が

未収金として残っておって、この22年度の過

年度分には１億300万となっておるというこ

とは、7,900万が回収されたという理解でい

いですか。 

 

○平井住宅課長 21年度が１億8,000万に対

しまして、22年度１億4,000万ということで

ございまして…… 

 

○西岡勝成委員 要するに、21年度が計で、

現年分も入れて１億8,200万でしょう。する

と、22年度の、要するに過年度分に今度これ

がなって１億300万ということは、7,900万回

収されたということで、理解でいいんです

か。 

 

○平井住宅課長 22年度分の過年度分といい

ますのは、21年度分の収入未済額がここに上

がってきているということになります。回収

されたのは、あくまでもこの総計額で、１億

8,000万円に対して１億4,000万円ということ

で、4,000万ぐらいの滞納額は減少したとい

うことでございます。 

 

○西岡勝成委員 現年度分がふえておるわけ

だ。22年は22年で、3,960万ふえておる。と

いうことは、要するに21年の過年度分も含め

た１億8,200万のうちから一応減って、また

今年度3,960万が浮いたという、あれでしょ

う。 

 

○平井住宅課長 そういうことでございま

す。 

 

○西岡勝成委員 すると、経過的に見ると、

３年間でかなりよくなっている、7,000万近

くの回収ができているということですね。 

 

○平井住宅課長 はい。 

 

○西岡勝成委員 非常にいいことだと思うん

ですけれども、これをもうちょっと長いスパ

ンで見た場合に、平成に入ってからの、数字

の動き的にはどうなんですか。 

 

○平井住宅課長 以前はかなり徴収率悪い時

期もございましたが、やっぱり平成になりま

して徴収率少しずつ上がってきておりまし

て、滞納も、表でもございますとおり、確実

に減ってきております。これは、いろいろ取

り組みをしておりまして、早期督促ですと

か、それから法的措置もきっちりとやってお

りますから、そういった効果で徴収率が上が

ってきている、滞納額が減ってきているとい

うことではあると思いますが――やっぱり、

今皆さんが生活するのに苦しい状況でござい

ますので、少しでもそういった中でも徴収率

を上げていきたいと思っておりますが、若干

伸び率といいますか、そういったものはやっ

ぱり鈍くなってくるんじゃないかなというふ
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うには見込んでおります。 

 

○西岡勝成委員 これは、いろいろな取り組

みの成果の一つのあらわれだと思います。実

際的に、経済的にはずっと厳しさが増すばか

りの中での数字の改善というのは、それなり

の取り組みの成果があってのことだと思いま

すので――ちょっと緩めると、人間不思議な

ものでまた甘えといいますか、無責任なあれ

が出てきますので、そういう気持ちを持ちな

がら、ぴしっとした対応をぜひ、これは当然

払うべき金の話ですから、ぜひその辺は心緩

めずに進めていただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○浦田祐三子委員 関連で済みません、ちょ

っと教えていただきたいんですけれども。こ

の県営住宅家賃と、あと県営住宅用地使用料

を教えていただきたいのと、あと非協力的と

いうのがありますよね、未収金の種類で。こ

れについてもちょっとお尋ねをさせていただ

きたいと思います。 

 

○平井住宅課長 資料の歳入に関する調べの

73ページでございますけれども、県営住宅の

使用料につきましては、これは家賃収入とい

うことでございます。現在8,530戸、県営住

宅ございますが、そういった方々の家賃収

入、住戸の使用料でございます。 

 それから、住宅用地使用料、これは駐車場

の使用料でございます。それともう一つ、県

営住宅の中で一部、武蔵ヶ丘ですとか店舗が

入っているところがございます。そういった

店舗に対する使用料も含まれております。 

 それから、非協力的なと申しましたのは、

これは花岡山の団地でございまして、土地は

県が所有しておりまして、建物はそれぞれ個

人の方の所有ですが、土地の使用料につきま

して、そこにお住まいの方が県外に出られて

亡くなってしまわれたと。その連帯保証の方

を捜しまして見つかったわけですが、その方

に今お願いをしているところでございます

が、なかなか応じていただけないというとこ

ろが、非協力的ということで申し上げたとこ

ろでございます。 

 

○浦田祐三子委員 ちょっとお尋ねの仕方が

悪くて申しわけなかったんですが、月額使用

料をお尋ねしたかったんです、家賃と土地

と。 

 

○平井住宅課長 家賃につきましては各団地

で、例えばそれぞれの１戸当たりの面積とか

それから収入で違ってきておりまして、今一

番安いところで１万円を切っているところも

あったかと思います、古い住宅では。それか

ら、新しいところではやはり４万円とかいう

ことになっております。 

 それから、駐車場使用料につきましては、

これも土地の利便性などで異なっております

が、熊本市内ですと2,000円台、１月当たり

2,000円台という使用料になっております。 

 

○浦田祐三子委員 所在不明の方に関しても

ちょっとお尋ねしたいんですけれども、この

金額が一番多いんですけれども、結局、全く

払わずに――払わずにというか、途中で払わ

なくなって踏み倒して退去されるということ

ですか。 

 

○平井住宅課長 そのような方もおいでです

し、いわゆる無断退去と申しますか、気づか

ないうちにそこは空き家になっていたという

こともございますし――そういった方もでき

るだけ住民票とかいろんなことを調べまし

て、所在を捜しているわけですけれども、な

かなか難しいところもございますし、そうい

った方々がまたお支払いできるかというと、

そこも非常に厳しいところがございますの

で、こういった退去者の方々から徴収すると
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いうのが、非常に厳しい状況でございます。 

 そういった状況もございまして、これまで

少し、そういう退去された方に対して住宅課

として多少対応が不十分なところもございま

したので、例えば退去される前後――無断退

去はちょっとこれはいたし方ございません

が、例えば強制執行で退去されるとかいうよ

うなことの場合には、その段階で分納誓約を

きちんと入れていただいて、その後できるだ

け払っていただくとか、そういう退去者に対

する対策も少し、今後進めていく必要がある

というふうに思っております。 

 

○浦田祐三子委員 当然、この方たちにも保

証人がついていらっしゃって、保証人の方が

支払っている分もあるわけですか。 

 

○平井住宅課長 それぞれ保証人がつかれて

いますから――ただ保証人の方も、例えば亡

くなられたままおられなくなって、こちらも

その把握ができていなかったということもご

ざいますし、保証人に対しても一応そういっ

た催告等は行っておりますが、なかなか納め

ていただけないという状況でございます。 

 

○重村栄委員 今のに関連して、いいです

か。先ほど私が聞きたかったのは、保証人に

なっている方の最終的な担保能力を、どんな

ふうにチェックしているのかなというのを聞

きたかったんですね。その、どういうふうに

今なっているかを聞きたかったんですけれど

も、その辺は何かあるんですか、担保能力を

チェックとかいうのは。 

 

○平井住宅課長 入居者に連帯保証人を一応

つけていただくことになっていまして、その

方は入居者と大体同等以上の経済力がある方

ということを確認して、連帯保証人になって

いただいております。 

 

○重村栄委員 そのチェックは何でしている

わけですか、同等以上というのは。 

 

○平井住宅課長 収入証明を出していただい

て、それで確認しております。 

 

○重村栄委員 収入証明を添付した上でとい

うことですね。 

 

○平井住宅課長 はい。 

 

○浦田祐三子委員 毎年というわけじゃない

んですよね。――わかりました。 

 

○早田順一委員 いいですか。西岡先生から

もお話がありましたように、21年、22年、23

年と大変収入未済額というのが減っておりま

して、平井課長を初め課の皆さん方も大変御

尽力をいただいたんだろというふうに思って

おりますが、特に収入未済額――土木部長の

ほうからも対応の説明がありましたけれど

も、特にこれが効果的だというのがあればち

ょっと教えてもらいたいんですが。 

 

○平井住宅課長 今の――特に最近減ってき

ておりますのは、一つは早い時期で督促をか

けると。やはり滞納額がたまればたまるだけ

支払いが滞りがちになりますから、今も一月

あるいは二月ぐらいからそういった督促をし

ておりますが、早い時期、安い時期から納め

ていただくということもございますし――そ

れから一つ、やはり法的な措置、即決和解あ

るいは訴訟という措置を今、年２回行ってお

りますが、そういったことできっちりと未納

者の方にはお支払いただく、あるいは最終的

にはやむを得ず強制退去をいただくと、そう

いうことがやはり効果として上がってきてい

るのではないかと。 

 それからもう一つは、最近、代理納付とい

う――生活保護を受けられている方につきま
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しては、住宅扶助費につきましては直接、例

えば熊本市にお住まいの方ですとその生活保

護のうちの住宅扶助費は、直接市から県のほ

うに納めていただくという代理納付というふ

うなことも取り組んでおりますので、そうい

ったことが少しずつ効果が上がってくること

になっているのではないかと思っておりま

す。 

 

○早田順一委員 ぜひ、また頑張っていただ

きたいと思います。 

 ほかの件に行っていいですか。27ページ

の、これは都市計画課かどうかちょっとわか

りませんけれども、景観整備費の事業の概要

の下に熊本県緑の基金積立金というのがござ

いますけれども、これの積立額と、それと、

ちょっとまだ勉強不足で申しわけないんです

が、どういったものに23年度使われたのか、

お尋ねします。 

 

○内田都市計画課長 緑の基金の積立額は、

約６億ございます。23年度の使用実績でござ

いますけれども、くまもと緑・景観協働機構

では、民間の、要は緑化だとか、花を植える

ということに対して助成をしているというこ

とでございまして、現在６つほど事業がござ

います。緑花ボランティア支援だとか、沿道

緑化モデルを助成したりとか、あるいは屋上

緑化だとか、地元の校区団体の方に花いっぱ

い運動ということで、花の苗とか球根をお配

りしているというふうな事業をやっていると

ころでございます。 

 以上です。 

 

○早田順一委員 これは民間だけで、市町村

とかじゃないわけですね。 

 

○内田都市計画課長 例えば、樹木保存なん

かは市町村のほうでされた場合には助成もし

ております。必ずしも民間だけということで

はございません。 

 

○早田順一委員 わかりました。 

 

○井手順雄委員長 ほかにございませんか。 

 

○髙野洋介委員 多分、道路保全課になるの

かなと思いますけれども、昨年度もそうだっ

たんですけれども、議会のたびに専決処分が

出てきますよね、道路瑕疵の問題で。それ

は、この決算の中には、歳出に入るんですか

ね。 

 

○亀田道路保全課長 道路保全課でございま

す。 

 歳出予算の中でですね――道路保険に実は

各自治体かたっておりましてですね、賠償金

の支払いは道路保険から支出することになり

ます。当然ながら、道路保険の掛け金が年間

200数十万ほど毎年あるんですけれども、私

どもの――歳出の、管理費がどこかあると思

うんですけれども、20ページの大きな枠の上

から２段目、道路橋りょう総務費の中の備考

欄に道路管理事業というのがございます、2,

335万1,000円ですね。この中に、先ほど申し

ました道路事故等が発生した折の保険会社へ

の保険料が200数十万円入っております。 

 

○髙野洋介委員 ということは、県が事故に

遭われた方々に対して直接、例えば10万円の

請求が来たときに10万円を支払いすることは

ないというふうなことだと思いますけれど

も、これだけ毎年毎年、毎回毎回件数が上が

ってくると、保険料も上がってくるような気

がするんですけれども、上がったりはします

か。 

 

○亀田道路保全課長 確かに、大きな人身事

故等が発生した翌年は保険料もそれなりに、

前年度の実績を加味したところで保険会社さ
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んが入札されますもんですから――基本的に

は３～４年前から、熊本県の場合は一般競争

入札でやっておりましてですね、若干は、や

はり掛金が翌年度は上がると思います。具体

的にどれだけ上がるかというのは、ちょっと

ここでは一概に申しませんけれども、若干そ

ういった要素はあります。 

 

○髙野洋介委員 大体、私いろいろな人の話

聞いたら、わざとそういう穴とかに持ってい

って、わざとパンクさせるという人も中には

いるんじゃないかという話も伺ったこともあ

るんですよ。ですから、そこはですね、きち

んと道路の保全というのは考えていかない

と、そういう人たちがふえるとですね、私は

保険料も上がるだろうし、いろんな面でいけ

ない部分が出てくると思いますので――今一

番私が問題視しているのは、ふだんの道路維

持のあり方ですよ。これをですね、土木部全

体に言いたいのが、今までどおりですね、振

興局が回って、パトロールして穴を埋めると

いうようなことも大事かもしれませんけれど

も、抜本的にですね、いろいろ変えていかな

いと、休日とか、そういったときにですね、

いろいろまた問題が出てくると思いますの

で、委託とか、そういう部分もパトロールも

お願いしていますけれども、それではカバー

できないところがえてしてあるので、そこを

きちんと徹底してですね、皆様方で知恵を出

し合ってですね、そういう事故、事件がない

ような形でですね、少しでも少なくなるよう

に今後努力していただきたいというふうに思

っております。 

答弁は要りませんので、要望でいいです。 

 

○井手順雄委員長 それでは、最後に私が質

問いたします。（「俺ももう１個あるとばって

ん」と呼ぶ者あり）その前にちょっと１個。

繰り越しの分なんですが、道路が71億、保全

が77億、都市計画62億、河川33億、港湾５

億、砂防28億と、結構これ大きな額ですよ

ね。この金額というのは、前年とかそうい

う、年数から見てふえてきているんですか

ね、状況としては。 

 

○金子監理課長 監理課でございます。 

 繰越額にはですね、金額的に言うと昨年度

とほぼ同額ぐらいでございます。21年度が51

5億で……（「マイクがついていない」と呼ぶ

者あり） 

 

○井手順雄委員長 大きい声で言うてくださ

い。 

 

○金子監理課長 失礼します。監理課でござ

います。 

 繰越額は、平成22年度とほぼ同額でござい

ます。21年度は、大型補正があった関係で51

0億円を超える繰越額があっております。繰

越率は、昨年よりも若干ふえているという状

況でございます。 

 

○井手順雄委員長 なぜ聞いたかと言います

とですね、繰り越しというのは――やっぱり

役所の仕事というのは、年度内予算消化とい

うのが大前提だろうというふうに思います。

そういう中で――私もこういう関係の仕事を

以前しよったんですが、やはり工事業者とい

うのは、工期というのをしゃんもりでん守ら

なくちゃいけないと、これを、工期を外した

ら点数が下がってくるからということで一生

懸命したもんです。 

 今見てみれば、こんなにですね、予算が繰

り越しされるというのは、何が原因なのかな

と、当時と比べて。私が思うにですね、私が

思うに――この繰り越しの理由というのを見

てみますと、不測の事態が起きたとか、用地

買収の交渉に伴いとか、これ事前にわかるこ

となんですね。事前にわかっているなら発注

しなきゃよかっですよ。そして全部ですよ、
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例えば23年度発注して24年度に繰り越した

ら、24年度に終わりましたというような答弁

があります。じゃ、１年前から予定して、１

年後にまた出せばいいんじゃないですか、工

事自体を。 

 出してみらぬとわからないという要素がい

っぱいあると思うんですよ。というのはどう

いうことかと言いますと、設計書というの

は、今は全部、県は委託しています、測量会

社に。そして、設計書が上がってきます。県

は、現場を一回も確認していないんですね。

確認しないで入札にかける。で、かけたとこ

ろがそういった諸問題が発生するということ

が、私は原因にあるのかなというふうに思い

ますが、いかがでしょうか。 

 

○金子監理課長 多分、繰り越しの場合はい

ろんな原因があるんだろうと思うんですけれ

ども、一番の原因はですね、計画関係に時間

を要した原因が多いようです。中身にはです

ね、住民等への説明、意見調整に時間がかか

る、あるいは関係機関との調整に時間がかか

るという…… 

 

○井手順雄委員長 それは、発注前に事前に

できるて。それをしてから発注すれば、何の

問題もなく工期内に終わると。これは、だれ

が考えてもわかりますよ。それを何で発注す

るのかということをお聞きしよっとですよ。 

 そんなら、逆に言うならですよ、これは西

田さんに聞くけどね、そうやって工期を１年

間延長しましたと、そうすると現場内には仮

設工事、いわゆるリース物の矢板とか、それ

にかかわる今度は人件費等々がかかってきま

す。延ばせばその管理をしなくちゃ――共通

仮設費、このあたりが出てきます。そしてあ

と、経費の問題が出てきます。これは全部延

長したやつは増額しているんですか。 

 はい、西田さん。 

 いわゆる工事金額というのは、そういった

内容と工期も合わせたところで工事予定価格

というのは出てくるんでしょう。そこもあわ

せてお願いします。 

 

○西田土木技術管理課長 基本的に、委員長

がおっしゃられたとおりでございます。あ

と、延長した部分を見るかどうかということ

なんですけれども、あくまでも不可抗力とか

状況の変化等が生じた場合は、基本的には、

いわゆる業者さんの責に帰するものでない場

合、正当な理由がある場合については、それ

は考慮しています。基本的には、個々のケー

スを見て判断という形になると思います。 

 

○井手順雄委員長 この延びた理由というの

は、全部見てみますと、ほとんどがね、役所

の問題ですよ。やっぱり関係者との協議が手

間取った、関係機関との協議が手間取った、

地権者との協議が長引いたと。全部この――

何十億あっですか。70、70、60、30、28億

て、この分全部、工期延長したら、増額補正

しよるわけですね。 

 はい、西田さん。 

 

○西田土木技術管理課長 個々の状況につい

ては済みません、ちょっと……。 

 

○井手順雄委員長 では、監理課長。幾ら増

額していますか、全体で。 

 

○金子監理課長 増額分のちょっと額は把握

しておりませんけれども、290億近くの繰り

越しになっていますので、ある程度、かなり

の額が上がってくるんじゃなかろうかと思い

ます。 

 

○井手順雄委員長 それはね、結局税金の無

駄遣いです。基本的に、先ほど言うたように

県職員がね、発注前に測量会社とか、等々か

ら設計書が上がってきて、入札にかけます。
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そのときに必ずチェックを入れなくちゃいけ

ないんですよ、工事、工事に。ここの工事は

ね、まだ用地が済んでいないということであ

れば、用地課が行って用地を済ませるとか

ね。 

 例えば、砂防なんかは、財産がどうのこう

のでとか、そういうのは一番からわかってい

ることですよ。登記ができていないとか、そ

ういうところに発注するわけですよ。だか

ら、こがんして日数が延びると。そして、必

ず１年後には終わっていると。おかしゅう思

わぬですか。 

 そんなら、１年前からそういう協議をすれ

ばいいじゃないですか。その協議の場を――

行き当たりばったりで発注するから、こうい

った繰り越しが出てくると言うしかない。こ

れは、何か附帯決議を私はつけたいと思いま

すが、皆さんいかがでしょうか。 

 

○金子監理課長 委員長、今指摘があったの

で――用地関係についてはですね、用地買収

が終わって登記ができないと発注はしていま

せん。用地についてはですね。 

 

○井手順雄委員長 それなら、砂防課に聞き

ますよ。 

相続の問題により手続に不測の日数が、そ

こで不測の日数が生じたと。では、ちなみ

に、93ページの塩屋Ｃ――はい、お願いしま

す。登記は終わっとったんですか、終わっと

らぬだったんですか。 

はい、砂防課長。 

 

○古澤砂防課長 塩屋Ｃ、単県急傾斜の工事

でございますけれども、相続の関係で登記見

込みという…… 

 

○井手順雄委員長 監理課長、見込みです

よ、終わっていませんよ。 

 

○金子監理課長 監理課ですけれども、発注

の際には用地の完了を待って発注しています

ので、むしろこの原因というのは、４月に新

年度予算がスタートするんですけれども、結

局その間に用地問題がなかなか片づかなく

て、発注が年度末近くになるとか、あるいは

年内ぎりぎりになってしまって、それが原因

で結果的に…… 

 

○井手順雄委員長 登記見込みでしょう。 

 

○金子監理課長 登記見込みで…… 

 

○井手順雄委員長 見込みで――完了せぬと

発注できないと今言ったじゃないですか、完

了してから発注すると。それはおかしいこと

でしょう。ですから、今ここでこれ以上言い

ませんけれども、繰り越しというのはあくま

でもなくしていただきたい。年度に終わるも

のは年度に終わっていただく。そのためには

発注する際にね、もう少し現場を皆さん方が

部下に言うてね、把握をさせて発注する。 

部長、いかがでしょうか。 

 

○船原土木部長 今御指摘の、繰り越しが毎

年毎年減らないというか、あるということに

ついては、我々もしっかり反省せぬといかん

と思っております。ですから、そのために

は、例えば用地が関係するということであれ

ば、それを前年度で用地を買ってしまうとか

ですね、次の年には工事発注だけ、そういう

ふうにすれば工期はしっかりとれるわけです

から繰り越しはないわけですが、そういう計

画的な執行をやると、それは心がけていきた

いと思います。 

 

○井手順雄委員長 よろしくお願いします。

以上で…… 

 

○佐藤雅司委員 関連でよかですか。先ほど
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の説明をずっと聞いておりますと、歳入につ

いても、繰り越しのためとおっしゃっている

んですね。歳出についてはですね、今指摘が

あっているような話だろうというふうに思い

ますけれども、それも繰り越しのためという

ふうにですね、説明されているんですよ。初

めから繰り越しを予定してですね、皆さん方

は仕事をされているんだろうなあという印象

を私は持っているんですね。 

 歳入での繰り越しを――繰り越しのためと

書いてある、ここに。それはいわゆる――予

算現額、調定額、それから比較、そして予算

現額と歳出額の比較が最後に出てきますけれ

ども、そこの中で出てくる歳入から歳出を引

いた額がいわゆる繰り越しのためというふう

におっしゃっているんです、ずっと。 

 もう頭の中では、皆さんの頭の中ではです

ね、繰り越しをずっと前提として考えて、歳

入にしても歳出にしても考えておられるとい

うことでの予算の組み方だなあというふう

に、あるいは決算のやり方だなあというよう

な印象を持っておりますので、つけ加えてお

きたいと思います。 

 

○西聖一委員 委員長が附帯決議をつけると

言うのであれば、ちょっと私も意見を言わな

んとですけれども。執行部にも確認しますけ

れども、繰り越しはあっちゃならぬことはわ

かっていますけれども、やっぱり国との関係

の中で経済対策を２月、３月、年明けに組む

場合の中でですね、組まざるを得ない。そし

て、例えば翌年度の予算を先食いせなん実態

があるわけですよね。その中で計上して、上

げていますから、佐藤委員がおっしゃるよう

に、もう前提としている事業もはっきりある

わけですよね。 

 その中で、不測の日数を要するという言葉

は、行政用語で使っているのがあるわけです

から――全ては絶対なくならぬということは

了解した上でですね、言っていただきたいと

いうことをちょっと私からも言っておきます

し、土木部長、国からも来られていますか

ら、そこら辺の話は少しはしたほうがいいん

じゃないですかね、違いますか。 

 もともと繰り越しを前提とした予算の仕組

みがあるじゃないですか、年越して採択する

分があるわけですから……。 

 

○井手順雄委員長 ゼロ国でしょうもん。ゼ

ロ国なんかは、わかっとっとだもん。 

 

○西聖一委員 そういうのも入っているわけ

でしょう。ないんですか。 

 

○佐藤政策審議監 今、ちょっとお答えにな

るかどうかわかりませんが、トータルで295

億のうち、いわゆる未契約繰り越し、契約せ

ずに繰り越しする額というのが、これが今資

料を見ても176億ということでございまし

て、契約して繰り越した分というのは率的に

はかなり下がってくる。それも、先ほど監理

課長が申し上げましたけれども、用地の話、

収用の、砂防の話もそうだと思うんですが、

年度当初から用地を交渉しているけれども、

妥結するのがなかなか遅い時期になってしま

う。そうすると、残りが例えば12月ぐらい

に、いつ具体的に妥結したかは私も存じ上げ

ませんが、年末ぐらいに妥結すれば、どうし

ても工期的にはもうとれない、年度内にはと

れないので、それは結果的に繰り越しになっ

てしまうという例もございます。 

 ただ、そうは言いながらですね、工事が、

箇所が出ればすぐ工事が発注できるように用

地のストックをつくっておくですとか、ある

いは委員長もおっしゃいましたけれども、関

係機関と事前に調整を重ねた上でトラブルが

ないように努めていく、こういったことがぜ

ひ必要だと思っておりますので、そこら辺は

我々としても――西委員おっしゃっていただ

いたような事情もございますが、極力繰り越
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しが出ないような努力をやっていくというこ

とで頑張っていきたいと思っておりますの

で、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

○西聖一委員 姿勢は当然そうですけれど

も、実務的にという部分があるんじゃないん

ですかということを、私はちょっと聞いたん

ですけれども、これは入ってないんですか、

実務的に繰り越したやつ。 

 

○佐藤政策審議監 実務的にと――今申し上

げましたように、まさに経済対策あたりが年

度末ぐらいに来ると、それを受け取らぬとい

う選択肢は我々には今、ないと思っています

ので、それは当然受け取る。ただし、それは

――では、その残りの１カ月、２カ月ぐらい

で設計をして、用地を片づけて、工事も全部

完了するのは実際、物理的に不可能でござい

ますので、そういった面もございます。それ

は、あるということでございます。 

 

○西聖一委員 不測の日数を要するから繰り

越しでしょう。事故繰越と違ってですね。 

そういうのはちゃんと言わないといけないん

じゃないですか。 

 

○佐藤雅司委員 やっぱり現年度主義ですか

らね、予算というのは。その間に、やっぱり

事業を完了していくというですね――たしか

農政のときも私は申し上げたんですけれど

も、それをきちっとやっぱりやらないといか

ぬと思いますよ。それは――西先生が今おっ

しゃったんですけれども、そういう場合もあ

るかもしれませんけれども、それは、限りな

く現年度主義ですから、この期間にやってし

まいますからと――国に対してもですね、３

次補正、４次補正で皆さんが頑張ってくれた

そのことは評価しますけれども、やっぱり３

月のですね、発注するのが年末だとかなんと

か非常に厳しい日程になるかもしれませんけ

れどもですね、現年度主義でやっぱりやって

いかないと、それはおかしいと思いますよ。 

 

○井手順雄委員長 東委員は、関連で何か。

どうぞ。 

 

○東充美委員 先ほどから、委員長から言わ

れていますけれどもね、私もこれ、今来てず

っと見ていたんですけれども、すごく、何と

言いますか、不測の事態が多過ぎると。ずっ

と見て――附属資料の23ページの一番上の、

事業名が「辛川鹿本線 合志市福原」と書い

てありますけれども、この繰越理由でもです

ね、「水路ボックスを施工するにあたり、借

地して仮設の水路に切り回す必要があるが、

借地の交渉に不測の日数」と。これは、借地

だけでもですよ、不測の日数自体――ちょっ

と私もこれ聞いてみたら、進捗状況60％、こ

れもどこからどこまでが60％かちょっとそれ

も尋ねたいんですけれども、これ聞いてみる

とですね、前、振興局のですね、土木部長た

ちは、もう今年度は完成します、今年度は交

通通過できますとかいう話をずっと前から言

われているけれども、なかなか進まないんで

す。 

 これだってですね、ちょっと聞いてみた

ら、農家の方で、今から作付するというとき

に交渉に来なはったて、冬場だったら作付し

ていないからいつ来られてもよかったんだけ

どて。さっき言われたように、現場を皆さん

は御存じなのかなと思ってですね、こういう

借地の交渉なんかも。そうだったら、もう作

付を終わってですよ、ことしの収穫が終わっ

た後に来てくださいと言うばってん、半年に

なる。１カ月、２カ月じゃないんですよね。 

 そういうことで、余りにも不測の日数て簡

単に書いてありますけれどもね、まず皆さん

は現場を御存じなのかなと。まず、この進捗

状況の60％から、もしわかれば教えていただ

きたい。これはどこですか――道路整備課。 
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○手島道路整備課長 道路整備課です。 

 これは４月時点の60％でございますので、

ちょっと確認はしておりませんけれども、大

体これぐらいの数字だと、今までの経験だと

終わってはいると思うんですけれども、済み

ません、ここだけの、個別の数字として確認

はしておりませんので、調べた上で東委員の

ほうに後日お答えしたいと思います。 

 

○東充美委員 現場は、あの、お会いすると

ですね、わかっておいでであれば、私たちに

もちょっとでも御意見伺いでもあればです

ね、私たちにもそういった形で、その方々と

はですね、いろんな形で御指導というかお話

はできると思うんですよね。 

 まず、形で、ただただ単に借地の交渉に不

測の事態と、不測の日数ということでなく

て、農家だったら、いつごろ植えて、いつご

ろ収穫というのがわかるもんですから、そう

いうことを含めるとですね、こんな１億4,00

0万もですね、毎年毎年繰り越すなんかない

と思うんですよ。 

 そういうことも考えてですね、先ほど言わ

れたように、余りにも多過ぎるということを

ちょっと考えたもんですから。 

 

○池田和貴副委員長 私は、今委員長がおっ

しゃられた現状についてですね、やはり改善

すべきところはあると思うんですが、余り現

年度主義にこだわることによって、例えば予

算を――逆に今、私たち熊本県からすれば、

なるべく早く進めるために予算をたくさん取

ってきたいという現状があって、その予算を

獲得するためにですね、現年度主義を貫くこ

と、またそのルールを余りにも厳格にやるこ

とによって、そこがですね、逆に減ってしま

う。時期を逃して、この時期申請すれば予算

があったんだけれども、次の年にしたために

その予算がなくなってできなくなってしまう

というような事態は、それは想定はされない

んですかね。 

 だから、バランスの問題なんだろうと思う

んですけれども、やはりおっしゃられたよう

に、きちんとルールどおりにやるということ

が大前提なんですけれども、それとは別に、

やっぱり現実的にやるべきところも私はある

んじゃないかと思うんですけれども、その辺

は全然答弁として返ってきていないので――

私自身は、ちょっとそういうのは大丈夫なの

かなという、ちょっと心配だったんですけれ

ども、どうなんでしょうかね。 

 

○金子監理課長 監理課ですけれども、副委

員長がおっしゃったように、当初予算がずっ

と減ってきておりますので、土木部としても

当初予算の確保は至上命題であると思ってい

ますので、そのためには現在繰り越しが多く

ても、予算要求の時期には単年度で実施でき

なくても、ある程度予算要求はしないといけ

ないと思っております。 

 ただ、やっぱりこれまでの、繰越額がかな

りふえてきているのは、やっぱり21年度に大

規模な経済対策が打たれて、その影響が続い

ているのと、今年度の繰越額が多かったの

は、昨年度に国の３次補正が出まして、それ

が12月と２月議会で補正をしているものです

から、予算がついても年内に発注できる機会

が全くなかったというのが、大きな要因にな

っております。 

 ただ、そう言いながらでも、やはりやるべ

き事業箇所はかなりありますので、予算要求

はしっかりしていかないといけないと。かと

いって、繰り越しが必ずしもいいものではな

いので、繰り越しを減らす努力もやっぱりや

っていく必要があると、両方きちんとやる必

要があると考えております。 

 

○池田和貴副委員長 今委員長から御指摘が

あったように、余りにも繰り越しを安易に考
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え過ぎること自体が問題であって、例えばこ

この説明資料の説明の仕方も、もしかした

ら、もう少し工夫すれば誤解を招くようなこ

とがなかったかもしれない、そういったこと

もあると思います。 

 ただ、委員長が御指摘のように、安易にな

るような風潮は戒める必要があると思います

ので、そこはぜひ土木部内で是正をしていた

だきたいと要望しておきます。 

 

○井手順雄委員長 それでは、これで終わり

ましょうか。 

  （「はい」と呼ぶ者あり） 

○井手順雄委員長 これで本日の審査を終了

します。 

 次回の第５回委員会は、10月22日月曜日午

前10時に開会し、午前に健康福祉部、午後か

ら企画振興部の審査を行うこととしておりま

すので、よろしくお願い申し上げます。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会します。 

  午後０時12分閉会 
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